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（様式1）
	受付番号
	事務局記入



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（西暦）　　　　年　　　月　　　日提出

NEDO Challenge, Satellite Data
 -衛星データで革新する未来の都市インフラ-
応募申請書
【法人応募者用】

	応募テーマ　

	テーマ１：インフラマネジメント及び都市活動における課題解決に資する技術開発
テーマ２：インフラに係る防災・災害対応における課題解決に資する技術開発


※応募するテーマを残してください。


	提案名

	※ご提案の内容を端的に表した名称を設定して下さい。





	応募者名

	応募法人名
	

	応募代表者名
	


審査結果通知書類、表彰物は上記名義で発行されます。
また、審査結果等の公開の際も上記名義で公表させていただきます。



[bookmark: _Hlk195018868]（様式2）
応募者情報記入用紙
提出の際は記入欄の青文字を削除の上、必要事項をご記入下さい。
	応募者（代表法人）

	法人概要
	法人名
	（例）株式会社○○

	
	法人代表者
	役職：（例）取締役社長
氏名：○○　○○

	
	法人番号
	○○○○○○○○○○○○（13桁）

	
	設立年月日
	西暦○○○○年○○月○○日

	
	法人所在地
	〒○○○-○○○○
（例）東京都中央区……○丁目○番○号

	
	資本金
	○○○百万円

	
	従業員数
	○○○○名

	
	課税所得年平均額15億円以下
	該当する場合は「○」を記載

	
	企業種別（※1）
	以下から選択ください。
大企業 ・ 中堅企業 ・ 中小企業 ・ ベンチャー企業 ・ その他

	
	法人の主な活動
	主たる事業として営んでいる業種（※2）：例：製造業
主な活動を簡潔に記載して下さい。また、法人の紹介カタログや定款等、事業の概要が分かる資料を別添にて提出、もしくはURLを記載して下さい。
【URL】http://○○○○○

	連絡窓口
	氏名（ふりがな）
	○○　○○（○○　○○）

	
	所属部署名(※3)
	（例）中央研究所○○課

	
	役職
	（例）主任研究員

	
	専門分野
	

	
	所属所在地
	〒○○○-○○○○
（例）千葉県千葉市……○丁目○番○号

	
	電話番号（直通）
	（例）○○○－○○○○（内線○○○）

	
	E-mailアドレス
	（例）○○○＠○○○.co.jp

	確認事項
	・応募に際して、次頁以降の参加者及び参加法人を含む応募者全者が以下の全ての事項に該当することが必要です。ご確認の上、該当箇所にチェックを記入してください。
　※各事項先頭の☐をクリックすることでチェックマークが入ります。
・法人ご所属の方は、所属先の規程等に抵触しないことをご確認の上、ご応募ください。
・ご不明点がある場合は、NEDO Challenge, satellite Data運営事務局にご連絡ください。

	
	☐ 懸賞広告「応募者の資格」の記載事項の全てを満たしている。

	
	☐ 懸賞広告「交付決定の取消事由」の記載事項の全てを理解している。

	
	☐ 様式１および２、その他必要な書類の全てを提出している。

	
	☐ 提出する成果は「国の競争的研究費」のみで創出されたものではない

	
	☐ 応募時やコンテスト終了後およびＮＥＤＯが実施するアンケートに協力する。

	
	☐ 受賞時、代表者が請求書において賞金を代表で一括受領する参加者一者を指定する。

	
	☐ 提出内容は、課題（若しくはテーマ他）に合致したものである。

	
	☐ ＮＥＤＯホームページにおいて受賞者、その順位、目標の達成度等を公表する。

	
	☐ 上記を含め、懸賞広告の記載内容の全てを承諾している。


（※1）大企業、中堅・中小・ベンチャー企業の定義は、以下を参照してください。
（※2）業種分類は、「日本標準産業分類」の規定に基づきます。
（※3）大学・国研等の場合は、所属研究室の最小単位まで記載してください。

＜企業種別の定義＞
◆中堅・中小・ベンチャー企業の定義
以下の（ア）（イ）（ウ）又は（エ）のいずれかに該当する企業等であって、大企業等の出資比率が一定比率を超えず（注）、かつ、直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超えないものをいいます。
（注）次の企業は、大企業等の出資比率が一定比率を超えているものとします。
・発行済株式の総数又は出資の総額の2分の1以上が同一の大企業の所有に属している企業
・発行済株式の総数又は出資の総額の3分の2以上が、複数の大企業の所有に属している企業
・資本金又は出資金が5億円以上の法人に直接又は間接に100％の株式を保有されている企業
（ア）「中小企業」としての企業
中小企業基本法第2条（中小企業者の範囲及び用語の定義）を準用し、次表に示す「資本金基準」又は「従業員基準」のいずれかの基準を満たす企業です。
	主たる事業として営んでいる業種※1
	資本金基準※2
	従業員基準※3

	製造業、建設業、運輸業及びその他の業種（下記以外）
	3億円以下
	300人以下

	卸売業
	1億円以下
	100人以下

	サービス業
	5千万円以下
	100人以下

	小売業
	5千万円以下
	50人以下


※1　業種分類は、「日本標準産業分類」の規定に基づきます。
※2 「資本金の額又は出資の総額」をいいます。
※3 「常時使用する従業員の数」をいい、家族従業員、臨時の使用人、法人の役員、事業主は含みません。また、他社への出向者は従業員に含みます。
（イ）「中小企業者」としての組合等
以下のいずれかに該当する組合等をいいます。
１．技術研究組合であって、その直接又は間接の構成員の3分の2以上が（ア）の表の「中小企業者」としての企業又は企業組合若しくは協業組合
２．特許法施行令10条第2号ロに該当する事業協同組合等（事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合及び商工組合連合会）
（ウ）「中堅企業」としての企業
常時使用する従業員の数（注）が2,000人以下かつ資本金の額又は出資の総額が 10 億円未満の企業であって、中小企業を除いたものをいいます。
（注）常時使用する従業員には、家族従業員、臨時の使用人、法人の役員、事業主は含みません。また、他社への出向者は従業員に含みます。
（エ）研究開発型ベンチャー
以下の条件をすべて満たす企業をいいます。
・試験研究費等が売上高の3％以上又は研究者が2人以上かつ全従業員数の10％以上であること。
・未利用技術等、研究開発成果が事業化されていない技術を利用した実用化開発を行うこと。
・申請時に上記要件を満たす根拠を提示すること。

◆大企業の定義
上記の（ア）から（エ）のいずれにも属さない企業であって事業を営むものをいいます。ただし、以下に該当する者については、大企業として取り扱わないものとします。
・中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社
・廃止前の中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する指定支援機関（ベンチャー財団）と基本約定書を締結した者（特定ベンチャーキャピタル）
・投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合

・複数の応募者を含むグループとしてご応募される場合は、応募者全者についても次頁以降に記載してください。
[bookmark: _Hlk195868179]・必要に応じて記入欄を追加してください。

（様式3）【企業の場合】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	応募者（参加法人 ①）（法人概要の記載は必須です）

	法人概要
	法人名
	（例）株式会社○○

	
	法人代表者
	役職：（例）取締役社長
氏名：○○　○○

	
	法人番号
	○○○○○○○○○○○○（13桁）

	
	設立年月日
	西暦○○○○年○○月○○日

	
	法人所在地
	〒○○○-○○○○
（例）東京都中央区……○丁目○番○号

	
	資本金
	○○○百万円

	
	従業員数
	○○○○名

	
	課税所得年平均額15億円以下
	該当する場合は「○」を記載

	
	企業種別（※1）
	以下から選択ください。
大企業 ・ 中堅企業 ・ 中小企業 ・ ベンチャー企業 ・ その他

	
	法人の主な活動
	主たる事業として営んでいる業種（※2）：例：製造業
主な活動を簡潔に記載して下さい。また、法人の紹介カタログや定款等、事業の概要が分かる資料を別添にて提出して下さい。

	構成メンバー情報
	氏名（ふりがな）
	○○　○○（○○　○○）

	
	所属部署名（※）
	（例）中央研究所○○課

	
	役職
	（例）主任研究員

	
	専門分野
	

	
	所属所在地
	〒○○○-○○○○
（例）神奈川県……○丁目○番○号

	
	電話番号（直通）
	（例）○○○－○○○○（内線○○○）

	
	E-mailアドレス
	（例）○○○＠○○○.co.jp


・複数のメンバーがグループとしてご応募される場合は、全てのメンバーに対して記載してください。


（様式3）【学校法人の場合】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	応募者（参加法人 ①）（法人概要の記載は必須です）

	法人概要
	法人名
	(例)国立大学法人○○大学

	
	法人代表者
	役職：（例）学長
氏名：○○　○○

	
	法人番号
	○○○○○○○○○○○○（13桁）

	
	設立年月日
	西暦○○○○年○○月○○日

	
	法人所在地
	〒○○○-○○○○
（例）東京都中央区……○丁目○番○号

	
	法人の主な活動
	主な活動を簡潔に記載して下さい。また、法人の紹介カタログや定款等、事業の概要が分かる資料を別添にて提出して下さい。

	構成メンバー情報
	氏名（ふりがな）
	○○　○○（○○　○○）

	
	所属部署名（※）
	（例）○○学科○○研究室

	
	役職
	（例）教授

	
	専門分野
	

	
	所属所在地
	〒○○○-○○○○
（例）神奈川県……○丁目○番○号

	
	電話番号（直通）
	（例）○○○－○○○○（内線○○○）

	
	E-mailアドレス
	（例）○○○＠○○○.co.jp

	
	
	

	
	
	


（※）大学・国研等の場合は、所属研究室等の最小単位まで記載してください。
・複数のメンバーがグループとしてご応募される場合は、全てのメンバーに対して記載してください


（様式4）
【提案書】

提出の際は記入欄の青文字を削除の上、必要事項をご記入下さい。
	１．提案の概要

	※提案のサマリーを５００字程度で記載してください。
文章を補足する図表を1点のみ入れても構いません。
【審査項目】
· 全体概要が簡潔に示されている
· 解決すべき課題と解決策が示されている
· 活用するデータが示されている
· 誰に何をどのように提供するかが示されている


	２．課題の妥当性と解決への貢献度

	※社会インフラ分野に関するテーマ課題に基づき、衛星データを活用したサービスを創出する内容であることについて５００字程度で記載して下さい。
文章を補足する図表を1点のみ入れても構いません。
【審査項目】
· 設定されたテーマに係る課題を的確に捉えているか 
· 提案されたアイデアは、設定された課題解決への貢献が見込めるか、など 

	３．衛星データ活用の有効性

	※提案のシステムを実現するにあたり、開発の基となる衛星データ利用に関する技術が実現可能なレベルにあること、またその活用範囲が十分であることについて５００字程度で記載してください。
文章を補足する図表を1点のみ入れても構いません。
【審査項目】
· 衛星データを利用した開発を進めるための技術シーズを有しているか、あるいは技術シーズを創出できる見込みがあるか 
· アイデアにおいて衛星データが効果的に活用されているか、など

	４．サービスの新規性 

	※社会インフラ分野において、衛星データを活用した新たなサービスを創出する内容であることについて５００字程度で記載してください。
文章を補足する図表を1点のみ入れても構いません。
【審査項目】
· これまでにない新しいサービスであるか （既存システムの機能性向上、あるいは、既存システムを組み合わせ新たな付加価値を創出しうるものも含む）

	５．実用化による社会発展性

	※開発されたシステムやそれを活用したサービスについて、社会全体への波及効果が期待できるものであることについて、５００字程度で記載してください。
文章を補足する図表を1点のみ入れても構いません。
【審査項目】
· 実用化に向けたスケジュールとプロセスが示されているか 
· 実用化に向けた想定ユーザー、ステークホルダー、市場ニーズや付加価値等が示されているか 
· 実用化による社会的インパクトは十分に大きいか、など

	実施スケジュール

	※1次審査通過後から2次審査まで(2026年10月～2027年5月)でプロトタイプを開発するためのスケジュールを必ず記載してください。
※当該期間にどのような取り組みを行う予定であるか、ご自身の提案の中で補強すべき事項があれば、どのような活動を行い補強するかについて記載してください。


	
【応募前確認事項】

· 明らかに事業化を目指す意思がないアイデアの応募は選考対象外となります。
· 新規開発だけでなく、既存システムの機能性向上等を目指すもの、あるいは、既存システムを組み合わせ新たな付加価値を創出しうるものも対象とします。
· スタートアップ等については、機関投資家等から資金調達を行っている場合であっても応募が可能です。
· 「国の競争的研究費（内閣府の「競争的研究費制度」に該当するもの）」のみで創出された成果については応募できません。
· 事業管理上、NEDOの必要とする措置を適切に遂行できる必要があります。
· 企画運営事業者と利害関係にある場合は、応募することができません。
· 「補助金交付等停止措置」に該当中の研究者や機関は応募できません。
· 反社会的勢力である者、反社会的勢力との間に過去・現在又は直接・間接を問わず、取引、金銭の支払い、便宜の供与その他一切の関係又は交流がある者、また、反社会的勢力に属する者又は反社会的勢力との交流を持っている者が役員に選任され、従業員として雇用され又は経営に関与している事実がある者は、応募することができません。
· 上記に関わらず、当事務局が不適切と認めた場合や本事業に関する要件等に違反または不正があった場合には、事務局の判断により応募資格取り消しまたは審査結果の全部または一部について取り消しを行うことがあります。


締め切り直前の応募は、不具合・不備等により応募受付できない可能性があるため、
お早目の応募をお願いします。







【記入にあたっての留意点】
· 別の書式での提出は認められませんのでご注意下さい。　
· 「提案の概要」にある注意書き（青字）を削除の上、記入して下さい。
· フォントは原則MSゴシック、11ポイントとしますが、図表中の文字等についてはこれに限りません。
· 各項目においてディレクションに従い、要点を簡潔に記載して下さい。
· 各項目は、必要に応じて記入枠の大きさの調整を行って下さい。
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